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グローバル化する経済の中での税制の課題政府税制調査会
に対するIMFスタッフによるプレゼンテーション（２００７年５月１

７日東京）

所得税の4つの主要なモデルとして４つある。

（１）包括的所得税（Comprehensive income tax）
（２）支出税（Expenditure tax）
（３）二元的所得税（Dual income tax）
（４）フラットタックス（Flat tax）

（１）包括的所得税の問題点

– 広く知られた技術的な問題—例えば、未実現の（accrued）キ
ャピタルゲインに対する課税

– しかし、より根本的な問題は、資本所得に対して（例えば日本
の50％のような）労働所得の最高税率で課税すること
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続き

（３）の二元的所得税の評価
労働所得に対する累進税率と資本所得に対する相対的に低
い単一の税率の組み合わせ

– 部分的には、資本所得に対する課税の困難の増大
– 二元的所得税が資本所得に対する累進的な課税よりも公
平（及び税収）を達成する可能性があるとの認識に動機付け
られる

• その上で、「現在の日本の税制は、二元的所得税の特徴を
多く有している」としている。

• なお、ＯＥＣＤでは、先進諸国の税制の多くは二元的所得税・
セミ二元的所得税。日本はセミ・二元的所得税と分類。
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二元的所得税
ーS.Cnossen,”Dual Income Tax”(1997)に基づく概念図ー

比例税率適用

＝勤労所得の最低税率

＝法人税率

累進税率
適用

資本所得

勤労所得

すべての所得を２種に区分

利子、配当、株・土地等の
キャピタルゲイン、家賃、事
業収益（投資収益的部分）
等

賃金、給与、フリンジベネフィット社
会保障給付、事業収益（賃金 報
酬的部分）等

（政府税制調査会資料を加
工）

税率

（分
離
）
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OECD, ”Tax and the Economy: A Comparative Assessment of OECD Countries” （２００１）

（抜粋）
二元的所得税は、一方で公平への配慮と歳入の必要性、また他方で効率性と中立
性のバランスをることを意図している。資本所得はより上位の所得ブラケットに集中
する傾向があるため、二元的所得税は、水平的公平と垂直的公平の双方の目的と
相容れないかもしれない。しかし、利払い（例： モーゲージローン利息）は、包括的

所得税においては、通常、最高限界税率に対して控除されるが、二元的所得税にお
いては、（低い）資本所得税率に対して控除される。結果として、実質的には、二元
的所得税は、包括的所得税と同様に公平であるかもしれない。また、資本は国際的
により流動的で、その供給はより弾力的であり、実質収益はインフレにより敏感であ
ることから、労働と異なり資本により低い税率を適用することは効率性にも資する。
さらに、比例税率は、特に課税が重い場合には、包括的所得税につきものの現在と
将来の消費の選択に関する歪みを減少させ、また、異なる源泉の資本所得間の課
税の中立性を高める。二元的所得税の効率性の主な欠点は、（自営業と小規模法
人事業の場合に最もその傾向があるが）勤労所得を資本所得に転換するインセン
ティブを生み出すことである。北欧諸国は、二元的所得税のもとで比較的うまくやっ
ているようである。・・二元的所得税は、税制の全体的な歪みを減少させながら、純
粋な包括的所得税と消費支出課税との間の現実的な中間的方策として機能してき
た。

4



5

包括的所得税批判の背景

• 経済の多様化・複雑化・グローバル化さまざまな控
除により課税ベースが小さくなったこと、部分的公平
を追求するあまり税制が複雑になったこと、足の速
い所得への課税といった包括的所得税の問題点が
浮き彫りになってきた

• 二重課税の問題、直接金融と間接金融の中立性の
問題が、貯蓄・資本不足経済のもとでクローズアッ
プされてきたこと（インピュテーションの脱落等）

• 代わりの税制として、消費課税の分野において、選
択肢が出てきたこと

フラットタックス、Xタックス、二元的所得税（金融・
資本所得を分離して軽課）、小売売上税、VAT、IRA
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国際的潮流としての二元的所得税

• 北欧二元的所得税
資本所得と勤労所得を分けて別の税体系で課税

• オランダーボックス・タックス
同上（みなし利益率４％に３０％課税）

• ドイツ税制改革
２００９年より、利子・配当・キャピタル・ゲインは２５％の分
離課税（申告不要）、「資本所得」概念と貯蓄者概算控除の
創設

• ブッシュ税制改革諮問委員会提言
第１案ー配当非課税、キャピタル・ゲイン４分の１課
税、利子総合課税

第２案ー配当・キャピタル・ゲイン・利子１５％課税
• ロシア・東欧諸国の税制改革
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米国税制改革案の比較

第１案ー簡素な所得税制案 第２案ー成長及び投資税制案

家計

税率 １５、２５、３０、３３％ １５，２５，３０％

受取り配当 非課税 １５％で課税

株式譲渡益 ４分の１だけ総合課税 １５％で課税

受取利子 総合課税 １５％で課税

（注）１案も２案も、税率構造を簡素化、代替ミニマム税を廃止、住宅ローン利子控除、慈善寄附金控除等の各種項
目別控除については、整理・縮減。人的控除（基礎控除、扶養控除に類似）、概算控除、勤労所得税額控除、子女
税額控除等の各種控除を家族税額控除と就労税額控除の２制度に統合。

法人

税率
事業体への課税

３１．５％
大規模企業は、組織形態に関
わらず法人課税

３０％
あらゆる事業体について同等に
課税

投資 簡素な加速度償却 即時損金算入

支払利子 現行どおり 金融機関以外控除できず

受取利子 現行どおり 金融機関以外非課税

国際課税 外国所得非課税 仕向け地課税（国境調整） 7
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金融所得一体課税の議論の進め方

経緯
・９７年政府税制調査会・金融税制小委員会で「二元的所得税」に
ついて触れたのがスタート
・０４年「金融所得課税の一体化についての基本的考え方」公表
・０９年から譲渡損失と配当との損益通算が可能

一体化が進まない理由
・証券優遇税制のため、譲渡益・配当と利子所得の税率が異なる
・政策税制との誤解
・世間の「金持ち優遇」批判

そこで・・
・相場対策の政策税制ではなく、世界の潮流に沿った本格税制とし
て位置付ける
・２３年末の証券優遇税率廃止（予定）とあわせて一体化を勝ち取る
・激変緩和・成長戦略として１５００兆円の活用を図る「日本版ＩＲＡ」
（後述）の導入
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投資家がリスクを取れるようにするには
税率より損益通算が重要

・シャウプ勧告前文（昭和24年）

「重要な部分は、譲渡所得を全額課税し、譲渡損失を
全額控除することである。」

２００ １５０

１００ １００

0 ５０

平均値は同じ、分散が異なる

Domer and Musgrave”Proportional Income 
Taxation and Risk-Taking”（1944） 9
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主な課題
（１）国民が資産形成のために利用する金融商品を個別
に法律で規定し一体化を進める。優遇税率廃止(２３
年末）に合わせて、利子所得等の一体化の工程表を
作成する。

（２）世界に誇る課税インフラである「特定口座」の活用
ー異なる金融機関同士でも損益通算できるためのシ
ステムの構築（金融所得確認システム）

（３） 「金融所得」概念の創設と「金融所得」に対する経
費概念の確立

（４）金融資産１５００兆円の活用のため、一体課税を前
提とした、老後の資金を自助努力で形成するための
新たな税制（拠出時課税・引き出し時非課税）の構築

(日本版ＩＲＡ)
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金融所得課税一覧（金融税制研究会）その１

20％の源泉徴収
※総合課税、申告分離、申告不要の
選択

配当所得配当（大口を除く）

20％の申告分離課税 （源泉徴収）
※源泉徴収付特定口座の選択可能

譲渡所得譲渡益上場株式等（株式投資信
託を含む）

源泉分離20％利子所得収益金貸付信託（ビッグ）
金銭信託（ヒット）

非課税（損失控除不可）譲渡所得譲渡益（買取請求）

源泉分離20％利子所得期中分配金

源泉分離20％利子所得解約・償還益公社債投資信託

総合課税譲渡所得譲渡益割引債に類似する一定の
公社債、国外発行の割引
債等

非課税（損失控除不可）譲渡所得譲渡益

総合課税雑所得償還益

源泉分離20％利子所得利子利付債（利付外債を含む
）

非課税譲渡所得譲渡益

発行時に源泉分離18％（一部16％）雑所得償還益割引債

為替予約あり 源泉分離20％

為替予約なし 総合課税雑所得為替差益

源泉分離20％利子所得利子外貨預金

源泉分離20％利子所得利子預貯金

課税方法所得区分利益の内訳・種類商品名
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金融所得課税一覧（金融税制研究会）その２

源泉分離20％雑所得受取保険金と保険料の差益5年満期の一時払い養老
保険などの一部の保険
商品

総合課税譲渡所得譲渡による損益カバードワラント

20％の申告分離課税雑所得差金決済の利益証券先物取引・商品先
物取引・オプション取
引などの金融派生商品

総合課税雑所得店頭取引による利益

20％の申告分離課税雑所得取引所を通じて得た利益外国為替証拠金取引（
FX）

SPVの収益内容によるSPVの収益内
容による

SPVが任意組合の場合

源泉分離20％利子所得SPVが公社債投資信託、合同運用信
託、公募公社債等運用投資信託の場
合

株式等と同じ（但し、配当控除はなし
）

配当所得SPVが法人、投資信託（公社債投資
信託および公募公社債等運用投資信
託を除く）、特定目的信託の場合

集団投資スキーム（い
わゆるファンド）

源泉分離20％雑所得利息

総合課税雑所得譲渡益抵当証券

株式等と同じ（但し、配当控除はなし
）

配当所得分配金

株式等と同じ譲渡所得譲渡益不動産投資信託（REIT
）

株式等と同じ譲渡所得譲渡益新株予約権付社債

総合課税（源泉徴収）配当所得配当（1回10万超）

20％の源泉徴収
※総合課税、申告不要の選択

配当所得配当（1回10万以下）

20％の申告分離課税 （源泉徴収）譲渡所得譲渡益その他の株式（未公開
）（特定小口債券を含
む）

課税方法所得区分利益の内訳・種類商品名
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金融所得確認システム

•

利
用
者

（納
税
者
）

利
用
者

（納
税
者
）

検討項目 検討内容 調査項目ID 修正内容

1 調査項目の削除

以前の調査シートでは、「担当組織」を質問していた
が、後の分析で使用しないため、調査項目から削除す
る。
（6/19議事録参照）

調査項目から、「2.担当組織」を削除した。

2 用語の変更

以前の調査シートでは、「手順」という用語を用いてい
たが、「1-4.業務内容」のガイドで使用している用語と合
わせるために、「作業」という用語に変更する。

2-1 「手順」⇒「作業」に変更した。

3 調査順序の変更

以前の調査シートでは、「業務廃止分析」の後に「手順
（作業）の削減に係る項目を置いていたが、「1-4.業務
内容」で定義した各作業をイメージして、回答者が回答
しやすいように、「1.業務」の直後に移動する。
（6/19議事録参照）

2-1 「作業」の軽減可能性　に関する調査項目を、「1.業務」
の直後に移動した。

調査シートの修正箇所調査シート変更に向けた検討
項番

5）年間取引報告書をもとにした、
確定申告書の作成

6）損失繰越・または還付申告

（窓口 /郵送 /インターネット）

3）(年末)源泉
徴収情報送信

金融所得確認システムを導入しない場合

8）還付金振込み

金融所得確認システムを導入した場合

1）源泉徴収

口座開設

2）金融商品
購入

税
務
当
局

税
務
当
局

金
融
機
関
Ａ

金
融
機
関
Ａ

利
用
者

（納
税
者
）

利
用
者

（納
税
者
）

6）内容の修正・承認
（窓口 /郵送 /インターネット）

7）還付金振込み

（以下、複数口座の損益通算による、損失

繰越または還付申告を行いたい場合）

税
務
当
局

税
務
当
局

5）インターネットにおける

損益通算結果・損失繰越
および還付の有無の確認

金
融
機
関
Ｂ

金
融
機
関
Ｂ

4）年間取引
報告書送付

金
融
機
関
Ａ

金
融
機
関
Ａ

金
融
機
関
Ｂ

金
融
機
関
Ｂ

年間取引
報告書送付

ID
カード
ID
カード

ID
カード

ID
カード

年間取引
報告書送付

（以下、複数口座の損益通算による、損失
繰越または還付申告を行いたい場合）

7）提出書類
の確認

（手作業）

e-Taxを利用
する場合でも
申告のために
情報入力が
必要

e-Taxを利用
する場合でも
申告のために
情報入力が
必要

申告のための
情報入力が
不要

申告のための
情報入力が
不要

金
融
所
得
確
認
シ
ス
テ
ム

金
融
所
得
確
認
シ
ス
テ
ム

金
融
所
得
確
認
シ
ス
テ
ム

損
益
通
算
機
能
（名
寄
せ
機
能
）

損
益
通
算
機
能
（名
寄
せ
機
能
）

損
益
通
算
機
能
（名
寄
せ
機
能
）

4）名寄せ
の実施

（自動）

申
告
手
続
機
能

申
告
手
続
機
能

申
告
手
続
機
能

1）源泉徴収

口座開設

2）金融商品
購入

4）年間取引

報告書送付

1）源泉徴収

口座開設

2）金融商品
購入

3）(年末)源泉

徴収情報送信

3）(年末)源泉
徴収情報送信

3）(年末)源泉
徴収情報送信

1）源泉徴収

口座開設

2）金融商品
購入

システムの
主な機能

システムの
主な機能

複数金融機関の源泉徴収口座間で、①配当、譲渡損益、利子等の損益通算を行い、②申告に係る
手続を簡素化し、事実上申告不要で完了させる

コスト面から考えると、システムの目的が似通っている既存のe-Taxの機能（メニュー）追加が現実的
であると考えられる。

【出典】 「金融所得一体課税の推進と日本版IRAの提案」2009年10月金融税制研究会
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現行の3階部分の個人単位の年金制度と新制度の関係整理。
現行の3階部分の年金制度について、いつまでにどの制度を整理・統合するのかという具
体的かつ現実的な工程表の作成。
年金原資を現在価値で新制度に移管できる仕組み等資産移行を円滑に進める方法の検討。
拠出方法を、「任意時期積立方式」とするか「定期積立方式」とするかについて、限度額
管理のためのシステムの機能・費用と合わせて検討が必要。

課題

金融機関等におけるシステム開発期間を鑑みて、2012年以降を目途。導入時期

年間120万円程度を想定。「使い残し」は翌年以降に繰越し可能。拠出限度額

拠出時課税、運用時・給付時非課税のTEE型（Tは課税、Eは非課税）。
個人年金勘定において拠出をした金融資産から生ずる利子、収益の分配または差益等に対
して非課税。

課税方法

5年以上の管理・運用を行ったうえで、60歳以後、定期にわたって払い出しを行うことを
金融機関との間の契約とする仕組み。
上記要件に違反した場合、払い出しをした日以前5年以内に生じた個人年金資産の運用益
に対して遡及課税を実施（医療費や介護関連の支出といったやむを得ない場合は除く。）

適用要件

金融機関に専用の口座を開設。
金融所得一体課税の対象に含めることを検討している金融商品を幅広く対象とする。

運用方法・
対象商品

国内に住所を有する個人で、年齢が20歳以上65歳未満の者を対象とし、職業や所属企業の
区別なく、一律に適用。

適用対象者

国民が国や企業に依存せず、自助努力で資産形成することを税制面から支援。
個人単位で資産を管理することで、企業倒産による影響やポータビリティの問題を解消。
企業間や世代内の不公平の問題を解消し、雇用形態の多様化（正規・非正規）にも対応。
国民共通の個人年金制度を整備しておくことで、現行複数に分散している3階部分を将来
的に整理・統合する際の受け皿として設置。

目的

内容項目
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